新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領

第１～第２の１　略
（削除）

第３

（削除）







	高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領

第１～第２の１　略

第３





新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	
第４

第４の２～３　略

第５
[bookmark: _GoBack]

第５の２（２）～（４）略

	
第４

第４の２～３　略

第５


第５の２（２）～（４）略




新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	




（削除）





	






















新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	




第５の４（１）　略



第５の４（１）のイ～オ　略
	




第５の４（１）　略
	

第５の４（１）のイ～オ　略




新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	
第５の７　略

第５の９（２）～第６の２（１）　略

	
第５の７　略

第５の９（２）～第６の２（１）　略




新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	第７


第７の４～第７の５（２）　略

第８の１～第８の２　略
	第７

第７の４～第７の５（２）　略

第８の１～第８の２　略



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	
第８の４（２）～第８の５（１）　略
第９　略

	
第８の４（２）～第８の５（１）　略

第９　略




新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	（削除）
	



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	

	




新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	別紙１－１－１　略
別紙１－１－２　略



別紙１－３　略
第２号様式　略
	別紙２－１－１　略
別紙２－１－２　略































別紙２－２　略
第３号様式　略



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	
	



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	第４号様式　略




	第５号様式　略







新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	

第６号様式　略
第７号様式　略
第８号様式　略
	




第７号様式　略
第８号様式　略
第９号様式　略



新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	第９号様式　略
第10号様式　略

	第10号様式　略
第11号様式　略




新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	第12号様式　略
第13号様式　略
第13－1号様式
第14号様式　略
第15号様式　略
第16号様式　略
第17号様式　略
第18号様式　略

	第13号様式　略
第14号様式　略
第14－1号様式
第15号様式　略
第16号様式　略
第17号様式　略
第18号様式　略
第19号様式　略
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第４　実施設計

　１　実施設計の作成

　　(1) 実施設計書又は実施計画書（以下「実施設計書等」という。）の作成

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業で建物、構築物等を整備する場合は、事業主

　　　体の長は、事業の交付補助申請に先立ち、議会又は理事会の議決等所要の手続を経て実施

　　　設計書（別記第４

 

号様式、施設整備にあっては仕様書、設計図を含む。以下同じ。）を次

　　　の方法で作成し、交付申請書に添付して補助事業者の長に提出するものとする。ただし、

　　　工事費の積算が伴わないものは、見積書に代えることができる。

　　　　なお、施設整備工事の発注に使用する実施設計書（以下「発注用設計書」という。）の

      全部又は一部を外注して作成する場合は、交付申請書に添付する実施設計書は見積等概略

      の設計書に代えることができる。

　　　①実施設計書については、直近の歩掛、単価等を使用すること。

　　　②建築工事に係る実施設計書について、建築基準法（昭和25年法律201号）に基づく建築確

　　　　認事前審査が必要なものは当該手続を行い、確認済証の交付を受けるものとする。

　　(2) 外注して作成した設計書の取扱い　　　　(1) のなお書きにより、交付申請書に概略の設計書を添付した事業主体が発注用設計書　　　を作成したときは、当該設計書による発注手続きを開始する前に補助事業者の長に提出し、　　　提出を受けた補助事業者の長は所長に提出するものとする。
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第５　事業の実施

  １　事業の着手

　　　　着手とは、補助事業者及び事業主体のそれぞれが事業の実施に直接係わる事務及び契約

　　　行為等を開始することをいい、補助事業者の長及び事業主体の長は、要綱第10条のただし

 

　　　書きにより規定した場合を除いて

 

補助事業の交付決定通知に基づいて事業に着手するもの

　　　とする。ただし、第３の１の(2) により発注用設計書を提出したもの及び知事が審査する

　　　1,000万円以上の建築工事については、当該設計書の審査の完了まで着手できないものと

　　　する。

　２　市町村以外の事業主体が締結する契約（高性能林業機械の導入）

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、市町村以外の事業主体の長が事業

　　　を実施するために締結する契約については、地方自治体が行う契約手続の取扱いに準じて

　　　適切に行うものとし、特に次の点を遵守するものとする。

    (1)契約の方法

　計画に基づく事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合は、競争に付さ

なければならない。ただし、補助事業の運営上、競争に付すことが困難又は不適当である

場合は、随意契約をする事ができる。

　　(2)予定価格の設定　　　　契約にあたっては原則として予定価格を設定するものとし、導入しようとする施設の　　　仕様書を定め、原則３者以上の者より見積もりを徴収し行うこととする。ただし、３者　　　以上の者より見積もり書の徴収が困難な場合にあっては、その理由を明らかにするとと　　　もに書面により整理保管すること。
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　　　　所長は、補助事業者の長から提出のあった事業計画書の内容を審査し、事業の採択基準　　　等の全てを満たすときは、別記第４

 

号様式により事業計画書を知事に副申するものとする。        また、県要綱別表第１の事業区分のうち４の事業において、県要綱第６条第２項第2号　　　に該当する変更承認申請が提出された場合は、別記第４

 

号様式を事業変更計画書と読み替　　　えて知事に副申するものとする。ただし、添付書類は県要綱第６条第１項に定める様式の　　　写しとし、新たな事業計画書の提出は省略することができるものとする。

　３

 

　事業計画の通知

　　　　知事は、所長から副申があった事業計画書の内容を確認し、適当と認めたときは、その

      旨を所長又は補助事業者に通知するものとする。通知を受けた所長は、必要に応じて補助

　　　事業者の長に通知するものとする。

　　　　また、要綱別表第１の事業区分のうち１の事業において適当と認めた、高性能林業機械

　　　の導入計画については原則として、公開するものとする。

　　　　なお、公開については、インターネットのウエブサイト等により行うものとする。

第４　実施設計
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第４　実施設計

　１　実施設計の作成

　　(1) 実施設計書又は実施計画書（以下「実施設計書等」という。）の作成

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業で建物、構築物等を整備する場合は、事業主

　　　体の長は、事業の交付補助申請に先立ち、議会又は理事会の議決等所要の手続を経て実施

　　　設計書（別記第５

 

号様式、施設整備にあっては仕様書、設計図を含む。以下同じ。）を次

　　　の方法で作成し、交付申請書に添付して補助事業者の長に提出するものとする。ただし、

　　　工事費の積算が伴わないものは、見積書に代えることができる。

　　　　なお、施設整備工事の発注に使用する実施設計書（以下「発注用設計書」という。）の

      全部又は一部を外注して作成する場合は、交付申請書に添付する実施設計書は見積等概略

      の設計書に代えることができる。

　　　①実施設計書については、直近の歩掛、単価等を使用すること。

　　　②建築工事に係る実施設計書について、建築基準法（昭和25年法律201号）に基づく建築確

　　　　認事前審査が必要なものは当該手続を行い、確認済証の交付を受けるものとする。

　　(2) 外注して作成した設計書の取扱い　　　　(1) のなお書きにより、交付申請書に概略の設計書を添付した事業主体が発注用設計書　　　を作成したときは、当該設計書による発注手続きを開始する前に補助事業者の長に提出し、　　　提出を受けた補助事業者の長は所長に提出するものとする。
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第５　事業の実施

  １　事業の着手

　　　　着手とは、補助事業者及び事業主体のそれぞれが事業の実施に直接係わる事務及び契約

　　　行為等を開始することをいい、補助事業者の長及び事業主体の長は、補助事業の交付決定

　　　通知に基づいて事業に着手するものとする。ただし、第３の１の(2) により発注用設計書

　　　を提出したもの及び知事が審査する1,000万円以上の建築工事については、当該設計書の審

　　　査の完了まで着手できないものとする。

　２　市町村以外の事業主体が締結する契約（高性能林業機械の導入）

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、市町村以外の事業主体の長が事業

　　　を実施するために締結する契約については、地方自治体が行う契約手続の取扱いに準じて

　　　適切に行うものとし、特に次の点を遵守するものとする。

    (1)契約の方法

　計画に基づく事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合は、一般の

 

競争

に付さなければならない。ただし、補助事業の運営上、一般の

 

競争に付すことが困難又は

不適当である場合は、指名競争に付し、又は

 

随意契約をする事ができる。

　　(2)予定価格の設定　　　　契約にあたっては原則として予定価格を設定するものとし、導入しようとする施設の　　　仕様書を定め、原則３者以上の者より見積もりを徴収し行うこととする。ただし、３者　　　以上の者より見積もり書の徴収が困難な場合にあっては、その理由を明らかにするとと　　　もに書面により整理保管すること。
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　事業主体は、(１)により契約をしようとする場合は、当該契約に係る一般の競争、指名競争（以下「競争入札等」という。）に参加しようとする者に対し、別記様式第５

 

－１号による指名停止等に関する申立書の提出を求め、当該申立書の提出のない者については、競争入札等に参加させてはならない。

　３　市町村以外の事業主体が締結する契約（林業機械のリース）

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち２の事業を実施する場合において、市町村以外の事業

　　　主体の長が事業を実施するために締結する契約については、地方自治体が行う契約手続の

　　　取扱いに準じて適切に行うものとし、特に次の点を遵守するものとする。

    (1)契約の方法

 

　計画に基づく事業を遂行するため、リースの契約をする場合は、一般の競争に付さなけ

 

ればならない。ただし、補助事業の運営上、一般の競争に付すことが困難又は不適当であ

 

る場合は、指名競争に付し、又は随意契約をする事ができる。
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　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち２の事業を実施する場合において、市町村以外の事業　　　主体の長が事業を実施するために締結する契約については、地方自治体が行う契約手続の　　　取扱いに準じて適切に行うものとし、特に次の点を遵守するものとする。

    (1)契約の方法

 

　計画に基づく事業を遂行するため、リースの契約をする場合は、競争に付さなければな

 

らない。ただし、補助事業の運営上、競争に付すことが困難又は不適当である場合は、随

 

意契約をする事ができる。

 

　　(2)予定価格の設定

 

　　　　契約にあたっては原則として予定価格を設定するものとし、導入しようとする施設の

 

　　　仕様書を定め、原則３者以上の者より見積もりを徴収し行うこととする。ただし、３者

 

　　　以上の者より見積もり書の徴収が困難な場合にあっては、その理由を明らかにするとと

 

　　　もに書面により整理保管すること。

 

　  (3)契約の相手方の選定

 

　　　　契約の相手側の選定は、地域の実態に即し、仕様書に沿って技術的に実行可能な事業者

 

　　　とし、原則として５者以上の入札者を指名して競争入札（見積書の徴収による場合を含む）

 

　　　により行うこととする。ただし、５者以上の入札者の指名が困難な場合にあっては、理由

 

　　　を明らかにするとともに書面により整理保管することとする。なお、入札にあたっては、

 

　　　補助対象経費（リース物件取得価格－残存価格）についても明記させるものとし、補助対

 

　　　象経費はそのうち最も少ないものを限度として決定するものとする。　

 

    (4



)競争入札の参加資格

　事業主体は、(１)により契約をしようとする場合は、当該契約に係る一般の競争、指名

競争（以下「競争入札等」という。）に参加しようとする者に対し、別記様式第５

 

－１号

による指名停止等に関する申立書の提出を求め、当該申立書の提出のない者については、

競争入札等に参加させてはならない。

    (5



)リース会社との契約　事業主体は、(１)によりリース対象物件の取得先が決定した場合は、任意のリース会社に対し、次のアからエまでの契約条件を付し、契約を行うものとする。
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　事業主体は、(１)により契約をしようとする場合は、当該契約に係る一般の競争、指名競争（以下「競争入札等」という。）に参加しようとする者に対し、別記様式第６

 

－２号による指名停止等に関する申立書の提出を求め、当該申立書の提出のない者については、競争入札等に参加させてはならない。

　３　市町村以外の事業主体が締結する契約（林業機械のリース）

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち２の事業を実施する場合において、市町村以外の事業

　　　主体の長が事業を実施するために締結する契約については、地方自治体が行う契約手続の

　　　取扱いに準じて適切に行うものとし、特に次の点を遵守するものとする。

    (1)リース対象物件の取得先の選定

 

　　　　リース対象物件の取得先の設定にあたっては原則として予定価格を設定するものとし、

 

　　　導入しようとする施設の仕様書を定め、原則３者以上の者より見積もりを徴収し、見積記

 

　　　録を作成するものとする。ただし、３者以上の者より見積もり書の徴収が困難な場合にあ

 

　　　っては、その理由を明らかにするとともに書面により整理保管すること。
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　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち２の事業を実施する場合において、市町村以外の事業　　　主体の長が事業を実施するために締結する契約については、地方自治体が行う契約手続の　　　取扱いに準じて適切に行うものとし、特に次の点を遵守するものとする。

    (1)リース対象物件の取得先の選定

 

　　　　リース対象物件の取得先の設定にあたっては原則として予定価格を設定するものとし、

 

　　　導入しようとする施設の仕様書を定め、原則３者以上の者より見積もりを徴収し、見積記

 

　　　録を作成するものとする。ただし、３者以上の者より見積もり書の徴収が困難な場合にあ

 

　　　っては、その理由を明らかにするとともに書面により整理保管すること。

 

    (2



)競争の参加資格　事業主体は、(１)により契約をしようとする場合は、当該契約に係る一般の競争、指名競争（以下「競争入札等」という。）に参加しようとする者に対し、別記様式第６－１号による指名停止等に関する申立書の提出を求め、当該申立書の提出のない者については、競争等に参加させてはならない。
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　　　　リース対象物件の取得先の設定にあたっては原則として予定価格を設定するものとし、　　　導入しようとする施設の仕様書を定め、原則３者以上の者より見積もりを徴収し、見積記　　　録を作成するものとする。ただし、３者以上の者より見積もり書の徴収が困難な場合にあ　　　っては、その理由を明らかにするとともに書面により整理保管すること。

    (2



)競争の参加資格

　事業主体は、(１)により契約をしようとする場合は、当該契約に係る一般の競争、指

名競争（以下「競争入札等」という。）に参加しようとする者に対し、別記様式第６－１

号による指名停止等に関する申立書の提出を求め、当該申立書の提出のない者については、

競争等に参加させてはならない。

    (3)リース会社との契約　事業主体は、(１)によりリース対象物件の取得先が決定した場合は、任意のリース会社に対し、次のアからエまでの契約条件を付し、契約を行うものとする。
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　事業主体は、(１)により契約をしようとする場合は、当該契約に係る一般の競争、指名競争（以下「競争入札等」という。）に参加しようとする者に対し、別記様式第５

 

－１号による指名停止等に関する申立書の提出を求め、当該申立書の提出のない者については、競争入札等に参加させてはならない。

    (5



)リース会社との契約

　事業主体は、(１)によりリース対象物件の取得先が決定した場合は、任意のリース会社

に対し、次のアからエまでの契約条件を付し、契約を行うものとする。

　ア　リース物件の取得に際しては、（１）により設定したリース物件の取得先から納入

　　すること。

　イ　リース期間は5年間であり、リース期間満了後のリース物件は、再リース、リース事

　　業者への返還又は廃棄されるものであること。

　ウ　リース契約書に、リース対象物件の取得価格（消費税及び地方消費税額を除く）及

 

　　び残存価格

 

を明記すること。

　エ　リース契約書に、機械の導入年度に補助金相当額以上がリース事業者に支払われる

　　旨明記すること。かつ、事業主体が支払うリース料はこれを差し引いた額を基に算出

　　されていること。

    (6



)途中解約の禁止

　事業主体は、貸付期間中のリース契約の解約はできないものとする。

　ただし、やむを得ず貸付期間中に解約する場合は、未経過期間に係る貸付料相当額解約

金として事業実施主体がリース会社に支払うものとする。

　４　市町村以外の事業主体が締結する契約（林業機械のレンタル、作業システムの改善）　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち３，４の事業の場合は、市町村以外の事業主体の長が　　　事業を実施するために締結する契約については、地方自治体が行う契約手続の取扱いに準　　　じて適切に行うものとし、特に次の点を遵守するものとする。
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ア　計画事業費（計画事業費を定めない場合にあっては設計金額。以下同じ。）

　が次の金額を超えないとき。

　　　　　　①　工事又は製造の請負　250万円

　　　　　　②　財産の買入れ　　　　160万円

            ③　物件の借入れ　　　　 80万円

            ④　①～③

 

以外のもの　　100万円

イ　契約の性質又は目的が競争入札に適しないものをするとき。ウ　緊急の必要により競争入札に付することができないとき。　入札及び契約にあたっては競争性公平性を確保して実施する事とし、第５の２の（１）から（３）を参考に実施すること。なお、次のアからキまでに該当する場合には２人以上のものから見積書を徴収し、随意契約により契約できるものとする。ただし、計画額が３０万円を超えないときは単独の見積もりでも可とする。
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　事業主体は、(１)により契約をしようとする場合は、当該契約に係る一般の競争、指名競争（以下「競争入札等」という。）に参加しようとする者に対し、別記様式第６－１号による指名停止等に関する申立書の提出を求め、当該申立書の提出のない者については、競争等に参加させてはならない。

    (3)リース会社との契約

　事業主体は、(１)によりリース対象物件の取得先が決定した場合は、任意のリース会社

に対し、次のアからエまでの契約条件を付し、契約を行うものとする。

　ア　リース物件の取得に際しては、（１）により設定したリース物件の取得先から納入

　　すること。

　イ　リース期間は5年間であり、リース期間満了後のリース物件は、再リース、リース事

　　業者への返還又は廃棄されるものであること。

　ウ　リース契約書に、リース対象物件の取得価格（消費税及び地方消費税額を除く）を

　　明記すること。

　エ　リース契約書に、機械の導入年度に補助金相当額以上がリース事業者に支払われる

　　旨明記すること。かつ、事業主体が支払うリース料はこれを差し引いた額を基に算出

　　されていること。

    (4



)途中解約の禁止

　事業主体は、貸付期間中のリース契約の解約はできないものとする。

　ただし、やむを得ず貸付期間中に解約する場合は、未経過期間に係る貸付料相当額解約

金として事業実施主体がリース会社に支払うものとする。

　４　市町村以外の事業主体が締結する契約（林業機械のレンタル、作業システムの改善）　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち３，４の事業の場合は、市町村以外の事業主体の長が　　　事業を実施するために締結する契約については、地方自治体が行う契約手続の取扱いに準　　　じて適切に行うものとし、特に次の点を遵守するものとする。
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ア　計画事業費（計画事業費を定めない場合にあっては設計金額。以下同じ。）

　が次の金額を超えないとき。

　　　　　　①　工事又は製造の請負　250万円

　　　　　　②　財産の買入れ　　　　160万円

            ③　物件の借入れ　　　　 80万円

            ④　ア～ウ

 

以外のもの　　100万円

イ　契約の性質又は目的が競争入札に適しないものをするとき。ウ　緊急の必要により競争入札に付することができないとき。　入札及び契約にあたっては競争性公平性を確保して実施する事とし、第５の２の（１）から（３）を参考に実施すること。なお、次のアからキまでに該当する場合には２人以上のものから見積書を徴収し、随意契約により契約できるものとする。ただし、計画額が３０万円を超えないときは単独の見積もりでも可とする。
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キ　落札者が契約を締結しないとき。

　５　事業主体が締結した契約書の提出

　　　　県要綱の別表第１の事業区分のうち１及び２

 

の事業の場合は、事業主体の長は、契約を

　　　締結したときは遅滞なく入札・見積記録（別記第５

 

－２号様式）を作成し、請負等契約書

　　　の写しを添えて補助事業者の長に提出するものとする。

　６　災害時の対応

　　　　事業主体の長は、天災その他の災害により事業の遂行が困難と見込まれる場合は、速や

　　　かにその旨を記載した書類を作成して補助事業者の長に提出し、その指示を受けるものと

　　　する。

　　　　提出を受けた補助事業者の長は、現地調査のうえ災害報告書（別記第６

 

号様式）により

　　　速やかに所長に報告し、報告を受けた所長は必要に応じて､木材増産推進課長と協議し、

　　　その指示を受けるものとする。　　

　７　事業の経理　　(1) 経理の独立
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　　　　金銭の出納は、原則として金融機関の貯金口座等を通じて行うものとする。

　８　工期の延期

　９　事業の完了

　　(1) 完了届

　　　　県要綱別表第１の事業区分１の事業主体の長は、事業が完了したときは事業の完了検査

　　　を実施し、速やかに各事業又は施設ごとの完了届（別記第９

 

号様式）を補助事業者の長に

　　　提出するものとする。

　　　　なお、完了の日が近接する場合には、複数の事業又は施設を取りまとめて提出できるも

　　　のとし、実施するすべての事業について速やかに実績報告書により完了を報告できる場合

　　　は、完了届を省略できるものとする。

　　　　また、建築基準法に基づく建築確認事前審査を受けた工事については、あらかじめ同法

　　　に基づく完了検査を受け、検査済証の交付を受けるものとする。

　　(2) 完了届の添付書類　　　　完了届には、事業主体が定める検査調書（任意様式）に次の書類を添付するものとする。　　  ただし、(1) の規定により完了届を省略した場合には実績報告書に添付するものとする。

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１、２及び５については、県要綱第５条第１項第２号

　　　に規定する補助事業が予定の期間内に完了しない場合は、完成予定年月日の延期届出書

　　（別記第７

 

号様式）（以下「工期延期届」という。）を所長に提出するものとする。

　　　　所長は、補助事業者から提出のあった工期延期届の内容を確認し、適当と認めたときは、

　　　補助事業者の長に受理通知（別記第８

 

号様式）を行うものとする。
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　　　①　補助事業者の長又は所長は、完了届（第５の９の(1) のなお書の規定により完了届を　　　　省略したときは実績報告書）に基づき各施設等の完成検査により、事業の最終の完了検　　　　査を速やかに実施するものとする。ただし、知事が実施設計の審査を行った1,000万円　　　　以上の建築工事の県の検査は知事が行うこととし、所長は受理した完了届を知事に提出　　　　するものとする。　　　　　また、補助事業者の長又は所長は、事業の進捗状況等を勘案し、任意に中間検査を行　　　　うものとする。      ②　補助事業の概算払いについて、契約等により補助事業者及び間接補助事業者が事業費　　　　の一部を支払うために請求があったときは、支払額及び支払日(支払予定日）について、　　　　契約書等の根拠書類を確認するものとする。　　　　　また、出来高に応じた概算払請求があったときは、出来高検査により出来高を確認す　　　　るものとする。ただし、間接補助事業者が年度内完成予定額を全額概算払により請求す　　　　る場合にあっては、契約書等の証拠書類の確認をもって、出来高検査に代えることがで　　　　きる。

　　(2) 検査方法

　　　　補助事業者の長又は所長から命じられた検査員は、第５の９の(1) の報告書類等に基づ

　　　き、事業の成果物、経理事務の状況、補助事業に係る規定に基づく事務手続き等について

　　　検査を行い、県要綱別表第１の事業区分１及び２

 

の事業については検査内容一覧表（別記

　　　第10

 

号様式）を作成するものとする。

　　(3) 手戻り工事の負担額

　　　　工事の完成前（施行中）に、一度実施した工事が天災その他の不可抗力により被災し、

　　　再度工事を実施する時の、その被害額のうち事業主体の負担となる額については、「林道

　　　施設災害復旧事業取扱要領（昭和34年７月30日付け34林野指第5683号林野庁長官通達）」

　　　６の(4) に準じるものとする。

第７　利用効果
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キ　落札者が契約を締結しないとき。

　５　事業主体が締結した契約書の提出

　　　　県要綱の別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、事業主体の長は、契約を締結し

　　　たときは遅滞なく入札・見積記録（別記第６

 

－２号様式）を作成し、請負等契約書の写し

　　　を添えて補助事業者の長に提出するものとする。

　６　災害時の対応

　　　　事業主体の長は、天災その他の災害により事業の遂行が困難と見込まれる場合は、速や

　　　かにその旨を記載した書類を作成して補助事業者の長に提出し、その指示を受けるものと

　　　する。

　　　　提出を受けた補助事業者の長は、現地調査のうえ災害報告書（別記第７

 

号様式）により

　　　速やかに所長に報告し、報告を受けた所長は必要に応じて､木材増産推進課長と協議し、

　　　その指示を受けるものとする。　　

　７　事業の経理　　(1) 経理の独立
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　　　　金銭の出納は、原則として金融機関の貯金口座等を通じて行うものとする。

　８　工期の延期

　９　事業の完了

　　(1) 完了届

　　　　県要綱別表第１の事業区分１の事業主体の長は、事業が完了したときは事業の完了検査

　　　を実施し、速やかに各事業又は施設ごとの完了届（別記第10

 

号様式）を補助事業者の長に

　　　提出するものとする。

　　　　なお、完了の日が近接する場合には、複数の事業又は施設を取りまとめて提出できるも

　　　のとし、実施するすべての事業について速やかに実績報告書により完了を報告できる場合

　　　は、完了届を省略できるものとする。

　　　　また、建築基準法に基づく建築確認事前審査を受けた工事については、あらかじめ同法

　　　に基づく完了検査を受け、検査済証の交付を受けるものとする。

　　(2) 完了届の添付書類　　　　完了届には、事業主体が定める検査調書（任意様式）に次の書類を添付するものとする。　　  ただし、(1) の規定により完了届を省略した場合には実績報告書に添付するものとする。

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１、２及び５については、県要綱第５条第１項第２号

　　　に規定する補助事業が予定の期間内に完了しない場合は、完成予定年月日の延期届出書

　　（別記第８

 

号様式）（以下「工期延期届」という。）を所長に提出するものとする。

　　　　所長は、補助事業者から提出のあった工期延期届の内容を確認し、適当と認めたときは、

　　　補助事業者の長に受理通知（別記第９

 

号様式）を行うものとする。
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　　　①　補助事業者の長又は所長は、完了届（第５の９の(1) のなお書の規定により完了届を　　　　省略したときは実績報告書）に基づき各施設等の完成検査により、事業の最終の完了検　　　　査を速やかに実施するものとする。ただし、知事が実施設計の審査を行った1,000万円　　　　以上の建築工事の県の検査は知事が行うこととし、所長は受理した完了届を知事に提出　　　　するものとする。　　　　　また、補助事業者の長又は所長は、事業の進捗状況等を勘案し、任意に中間検査を行　　　　うものとする。      ②　補助事業の概算払いについて、契約等により補助事業者及び間接補助事業者が事業費　　　　の一部を支払うために請求があったときは、支払額及び支払日(支払予定日）について、　　　　契約書等の根拠書類を確認するものとする。　　　　　また、出来高に応じた概算払請求があったときは、出来高検査により出来高を確認す　　　　るものとする。ただし、間接補助事業者が年度内完成予定額を全額概算払により請求す　　　　る場合にあっては、契約書等の証拠書類の確認をもって、出来高検査に代えることがで　　　　きる。

　　(2) 検査方法

　　　　補助事業者の長又は所長から命じられた検査員は、第５の９の(1) の報告書類等に基づ

　　　き、事業の成果物、経理事務の状況、補助事業に係る規定に基づく事務手続き等について

　　　検査を行い、県要綱別表第１の事業区分１の事業については検査内容一覧表（別記第11

 

号

　　　様式）を作成するものとする。

　　(3) 手戻り工事の負担額

　　　　工事の完成前（施行中）に、一度実施した工事が天災その他の不可抗力により被災し、

　　　再度工事を実施する時の、その被害額のうち事業主体の負担となる額については、「林道

　　　施設災害復旧事業取扱要領（昭和34年７月30日付け34林野指第5683号林野庁長官通達）」

　　　６の(4) に準じるものとする。

第７　利用効果
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第７　利用効果

　１　達成状況調査報告

　　　(1)定期報告

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１及び２の事業の事業の場合は、補助事業者の長は、

　　　事業を実施した年度から目標年度（事業実施年度の翌年度から５年目）における計画の達

　　　成状況を調査し、達成状況調査報告書（別記第11

 

号様式）により、その結果を所長に報告

　　　するものとする。報告を受けた所長は、所定の様式により当該結果の分析・評価を行うと

　　　ともに事業の課題及び今後の対応等を整理して、各調査年度の翌年度の９月末日までに知

　　　事に報告するものとする。

　　　(2)費用対効果分析

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１のアの事業の場合は、補助事業者の長は、目標年度

　　　において、原則として事業主体の長に計画数値を現況数値に置き換えて費用対効果分析報

　　　告書（別記第２

 

号様式）を作成させ、(1)の定期報告に添付して、所長に提出するものとす

　　　る。

　２　利用効果調査（目標年度経過後の調査）

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、補助事業者の長は、転用制限期間

　　　又は処分制限期間（耐用年数）が経過していない施設にあっては、目標年度が経過した後

　　　においても、１

 

の達成状況調査報告に定める定期報告の手続に準じて当該施設の整備完了

　　　の翌年度から起算して10年間、毎年度の利用状況を調査し、利用効果調査表（別記第12

 

号

　　　様式）を作成して、各調査年度の翌年度の９月末日までに所長に報告するものとする。報

　　　告を受けた所長は、速やかに内容を確認し、各調査年度の翌年度の10月末日までに知事に

　　　報告するものとする。　　

　３　利用効果調査

　県要綱の別表第１の事業区分のうち４の事業の場合は、指標及び別表第３の４（２）

 

の

規定による県内に木材加工施設を有する事業者等へ

 

の供給実績について、別記第13

 

号様式

により当該補助事業の完了した翌年度から、３年間の実績を取りまとめ、翌年度の５月31

日までに所長を経由して、知事に報告しなければならない。

　４　施設の利用状況等の記録　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、転用制限　　　期間又は処分制限期間内においては１に定める達成状況調査報告書及び２に定める利用効　　　果調査表に準じて毎年度の利用状況を記録し、補助事業者の長及び県から求められたとき　　　は速やかに提出できるよう保管するものとする。
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　　　  なお、改善措置を実施してもなお、目標の達成率が50ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満である場合は、事業の中　　　止又は条件を付した事業の継続等の検討を行うものとする。

　　(3) 利用計画等の見直し

　　　①利用計画見直し

　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、設置時の

　　　環境が変化したこと等により施設の設置目的が薄れたときには、遊休施設として放置せず、

　　　施設の有効利用が図られるように検討し、事前に利用計画及び利用目的の変更等を行うも

　　　のとする。

　　　②変更利用計画（利用及び生産・加工内容）の申請

　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、変更利用

　　　計画とその計画基礎、収支計画、施設ごとの使用計画等の参考資料を整理し、別記第14

 

号

　　　様式により補助事業者の長に協議し、補助事業者の長は内容を検討の上、所長に提出する

　　　ものとする。

　　　　所長は、速やかに内容を検討の上、知事に報告するものとする。

第８　施設の管理運営
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第７　利用効果

　１　達成状況調査報告

　　　(1)定期報告

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１及び２の事業の事業の場合は、補助事業者の長は、

　　　事業を実施した年度から目標年度（事業実施年度の翌年度から５年目）における計画の達

　　　成状況及び県要綱第５条第１項第9号の規定による協定の供給実績を調査し、達成状況調

　　　査報告書（別記第12

 

号様式）により、その結果を所長に報告するものとする。報告を受け

　　　た所長は、所定の様式により当該結果の分析・評価を行うとともに事業の課題及び今後の

　　　対応等を整理して、各調査年度の翌年度の９月末日までに知事に報告するものとする。

　　　(2)費用対効果分析

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１のアの事業の場合は、補助事業者の長は、目標年度

　　　において、原則として事業主体の長に計画数値を現況数値に置き換えて費用対効果分析報

　　　告書（別記第３

 

号様式）を作成させ、(1)の定期報告に添付して、所長に提出するものとす

　　　る。

　２　利用効果調査（目標年度経過後の調査）

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、補助事業者の長は、転用制限期間

　　　又は処分制限期間（耐用年数）が経過していない施設にあっては、目標年度が経過した後

　　　においても、２

 

の達成状況調査報告に定める定期報告の手続に準じて当該施設の整備完了

　　　の翌年度から起算して10年間、毎年度の利用状況を調査し、利用効果調査表（別記第13

 

号

　　　様式）を作成して、各調査年度の翌年度の９月末日までに所長に報告するものとする。報

　　　告を受けた所長は、速やかに内容を確認し、各調査年度の翌年度の10月末日までに知事に

　　　報告するものとする。　　

　３　利用効果調査

　県要綱の別表第１の事業区分のうち４の事業の場合は、指標及び第５条第１項第9号

 

の

規定による協定

 

の供給実績について、別記第14

 

号様式により当該補助事業の完了した翌年

度から、３年間の実績を取りまとめ、翌年度の５月31日までに所長を経由して、知事に報

告しなければならない。

　４　施設の利用状況等の記録　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、転用制限　　　期間又は処分制限期間内においては１に定める達成状況調査報告書及び２に定める利用効　　　果調査表に準じて毎年度の利用状況を記録し、補助事業者の長及び県から求められたとき　　　は速やかに提出できるよう保管するものとする。
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　　　  なお、改善措置を実施してもなお、目標の達成率が50ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満である場合は、事業の中　　　止又は条件を付した事業の継続等の検討を行うものとする。

　　(3) 利用計画等の見直し

　　　①利用計画見直し

　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、設置時の

　　　環境が変化したこと等により施設の設置目的が薄れたときには、遊休施設として放置せず、

　　　施設の有効利用が図られるように検討し、事前に利用計画及び利用目的の変更等を行うも

　　　のとする。

　　　②変更利用計画（利用及び生産・加工内容）の申請

　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、変更利用

　　　計画とその計画基礎、収支計画、施設ごとの使用計画等の参考資料を整理し、別記第15

 

号

　　　様式により補助事業者の長に協議し、補助事業者の長は内容を検討の上、所長に提出する

　　　ものとする。

　　　　所長は、速やかに内容を検討の上、知事に報告するものとする。

第８　施設の管理運営
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　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体又は管理主体の長      は、運転日誌、利用記録簿等を整備し、施設の利用状況を適切に記録するものとする。

　３　増改築等に伴う手続

　　(1) 事業主体の届出

　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、補助事業

      によって取得した施設の移転、更新又は主要機能の変更を伴う増築、改築、模様替え等を

　　　しようとするときは、その１カ月前までに増改築等の届（別記第15

 

号様式）を補助事業者

　　　の長に提出し、その指示を受けるものとする。

　　(2) 補助事業者等の届出

　　　　(1) の届出を受けた補助事業者の長は、遅滞なくその必要性を検討の上、増改築等の

　　　届（別記第15

 

号様式）を所長に提出し、その指示を受けるものとする。

　　　　また、所長は提出のあった増改築等の届の内容について知事に報告し、その指示を受け

　　　るものとする。

　４　譲渡等に伴う手続

　　(1) 事業主体の処分承認申請

　県要綱別紙第１の事業区分のうち１の事業の場合は、転用制限期間又は処分制限期間内

において、補助事業によって取得又は効果の増加した財産を、補助金等の目的に反して使

用、譲渡、交換、若しくは貸し付け又は担保に供しようとするときは、事業主体の長は、

補助金等に係る財産処分について（平成20年11月28日付け20高財政第210号副知事通知）

の別紙第２による財産処分承認申請書に、次の書類を添付し、補助事業者の長に申請する

ものとする。

　　　ア　無償譲渡による事業承継を行う場合は、事業承継計画書

　　　イ　補助事業者にあっては、事業主体の長から補助事業者の長への財産処分承認申請書の

　　　　　写し

　　　ウ　財産取得から現在に至るまでの計画に対する利用実績（事業量及び損益計算書」）

　　　エ　減価償却計算書（別記第16

 

号様式）

　　　オ　事業主体の処分に関する議事録

　　　カ　図面（位置図、設計図、代替施設の設計図）及び写真

　　　キ　補助金等交付決定（写し）及び補助金等交付額を確認することができる書類（実績報

　　　　　告書等）

　　(2)補助事業者の長の処分承認申請　　　　(1) の申請を受けた補助事業者の長は、その必要性を検討の上、（1）による財産処分　　　承認申請書を所長に提出するものとする。
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　　　　事業主体又は管理主体の長は、補助事業により取得し又は効果の増加した施設等が、天　　　災その他の災害を受けたときは、遅滞なくその旨を補助事業者の長に届け出るものとする。

　　(2) 市町村長等の処理

　　　　前記(1) の届出を受けた補助事業者の長は、当該施設等の所在、事業種目、滅失又はき

　　　損の原因、被災程度、損害見積価格、復旧見込額、事業主体において講じた暫定措置及び

　　　防災復旧措置等について調査確認するとともに、調査意見及び被災写真等を添付した施設

　　　等の災害報告書（別記第18

 

号様式）を所長に提出し、その指示を受けるものとする。

　　　　所長は、速やかに提出のあった災害報告書とともに指示した内容を知事に報告し、その

　　　指示を受けるものとする。

第９　諸手続関係
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附　　則

附　　則

附　　則

 

附　　則

　１　この要領は、平成30年４月５日から施行する。

　２　この要領は、平成32

 

年５月31日限りその効力を失う。ただし、この要領に基づき交付

　　された補助金については、第７及び第８の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

　１　この要領は、平成30年６月20日から施行する。

　１　この要領は、平成30年12月25日から施行する。

　１　この要領は、平成○年○月○日から施行する。
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　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体又は管理主体の長      は、運転日誌、利用記録簿等を整備し、施設の利用状況を適切に記録するものとする。

　３　増改築等に伴う手続

　　(1) 事業主体の届出

　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、補助事業

      によって取得した施設の移転、更新又は主要機能の変更を伴う増築、改築、模様替え等を

　　　しようとするときは、その１カ月前までに増改築等の届（別記第16

 

号様式）を補助事業者

　　　の長に提出し、その指示を受けるものとする。

　　(2) 補助事業者等の届出

　　　　(1) の届出を受けた補助事業者の長は、遅滞なくその必要性を検討の上、増改築等の

　　　届（別記第16

 

号様式）を所長に提出し、その指示を受けるものとする。

　　　　また、所長は提出のあった増改築等の届の内容について知事に報告し、その指示を受け

　　　るものとする。

　４　譲渡等に伴う手続

　　(1) 事業主体の処分承認申請

　県要綱別紙第１の事業区分のうち１の事業の場合は、転用制限期間又は処分制限期間内

において、補助事業によって取得又は効果の増加した財産を、補助金等の目的に反して使

用、譲渡、交換、若しくは貸し付け又は担保に供しようとするときは、事業主体の長は、

補助金等に係る財産処分について（平成20年11月28日付け20高財政第210号副知事通知）

の別紙第２による財産処分承認申請書に、次の書類を添付し、補助事業者の長に申請する

ものとする。

　　　ア　無償譲渡による事業承継を行う場合は、事業承継計画書

　　　イ　補助事業者にあっては、事業主体の長から補助事業者の長への財産処分承認申請書の

　　　　　写し

　　　ウ　財産取得から現在に至るまでの計画に対する利用実績（事業量及び損益計算書」）

　　　エ　減価償却計算書（別記第17

 

号様式）

　　　オ　事業主体の処分に関する議事録

　　　カ　図面（位置図、設計図、代替施設の設計図）及び写真

　　　キ　補助金等交付決定（写し）及び補助金等交付額を確認することができる書類（実績報

　　　　　告書等）

　　(2)補助事業者の長の処分承認申請　　　　(1) の申請を受けた補助事業者の長は、その必要性を検討の上、（1）による財産処分　　　承認申請書を所長に提出するものとする。
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　　　　事業主体又は管理主体の長は、補助事業により取得し又は効果の増加した施設等が、天　　　災その他の災害を受けたときは、遅滞なくその旨を補助事業者の長に届け出るものとする。

　　(2) 市町村長等の処理

　　　　前記(1) の届出を受けた補助事業者の長は、当該施設等の所在、事業種目、滅失又はき

　　　損の原因、被災程度、損害見積価格、復旧見込額、事業主体において講じた暫定措置及び

　　　防災復旧措置等について調査確認するとともに、調査意見及び被災写真等を添付した施設

　　　等の災害報告書（別記第19

 

号様式）を所長に提出し、その指示を受けるものとする。

　　　　所長は、速やかに提出のあった災害報告書とともに指示した内容を知事に報告し、その

　　　指示を受けるものとする。

第９　諸手続関係
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附　　則

附　　則

附　　則

　１　この要領は、平成30年４月５日から施行する。

　２　この要領は、平成31

 

年５月31日限りその効力を失う。ただし、この要領に基づき交付

　　された補助金については、第７及び第８の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

　１　この要領は、平成30年６月20日から施行する。

　１　この要領は、平成30年12月25日から施行する。
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別記

 

第１号様式

 

１．事業概要

 

国費

 

県費

 

市町村費

 

公庫融資

 

その他

 

２．設置目的

 

３．利用計画

 

現況

 

導入年度

 

１年目

 

２年目

 

３年目

 

４年目

 

５年目

 

（Ｈ　　）



（Ｈ　　）



（Ｈ　　）



（Ｈ　　）



（Ｈ　　）



（Ｈ　　）



（Ｈ　　）



協定

 

（相手・数量等）

 

受益戸数

 

戸

 

備考

 

注１：「市町村名」は施設を設置する市町村名又は事業主体の所在地を記載してください。

 

注２：利用計画の「収支計画」については、収支を伴う施設の場合のみ記載してください。

 

注３：事業費の根拠となる資料（見積書等）を添えてください。

 

事業効果説明書

 

　事業主体名

 

　市町村名

 

　事業区分

 

負担区分（千円）

 

合　　　　計

 

指標：素材生産量

 

指標：素材生産性

 

収入（千円）

 

支出（千円）

 

収入－支出（千円）

 

年度

 

施設名

 

数量

 

事業費

 

（千円）

 

年度

 

収

支

計

画
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第１

 

号様式

第　　　号　

年　月　日　

　高知県知事　　　　　　　　　様

補助事業者の長　　　　　　印　

　※　県要綱別表第１の事業区分のうち１及び２については、別紙１

 

－１

県要綱別表第１の事業区分のうち３については、別紙１－２

 

県要綱別表第１の事業区分のうち４については、別紙１－３

 

の事業計画書及び添付資料を添えてください。

高知県高性能林業機械等整備事業事業計画書

　高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第３の１

 

の規定に基づき、事業計画書を

提出します。
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別紙１

 

－１

第１　事業計画総括表

　　　２　「工種又は施設区分」欄は、県要綱の別表第１により記入してください。

　　　３　「事業費」欄は、税込み金額を記入し、「備考」欄に消費税額を記入してください。

　　　４　「事業量」欄は、県要綱の別表第３の呼称単位により記入してください。

　　　６　公庫から融資を受けるために補助金対象物件の一部でも担保に供する場合は、「備考」欄に、[担保有り]と記入し別紙１

 

－１－２

　　　　　を添えてください。

事　業　計　画 負担区分（円）

合　　計

（注）１　「事業主体毎」に計をとってください。

　　  ５　別紙１

 

－１－１を事業主体毎に作成して添えてください。

事　業　主　体 備　考

受益

戸数

工種又は

施設区分

事業量

事業費

（円）

県補助金 市町村

公庫

資金

その他
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第２

 

号様式

第　　　号　

年　月　日　

　高知県知事　　　　　　　　　様

補助事業者の長　　　　　　印　

　※　県要綱別表第１の事業区分のうち１及び２については、別紙２－１

県要綱別表第１の事業区分のうち４については、別紙２－２

 

の事業計画書及び添付資料を添えてください。

高知県高性能林業機械等整備事業事業計画書

　高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第３の２

 

の規定に基づき、事業計画書を

提出します。


image40.emf
別紙２

 

－１

第１　事業計画総括表

　　　２　「工種又は施設区分」欄は、県要綱の別表第１により記入してください。

　　　３　「事業費」欄は、税込み金額を記入し、「備考」欄に消費税額を記入してください。

　　　４　「事業量」欄は、県要綱の別表第３の呼称単位により記入してください。

　　　６　公庫から融資を受けるために補助金対象物件の一部でも担保に供する場合は、「備考」欄に、[担保有り]と記入し別紙２

 

－１－２

　　　　　を添えてください。

事　業　計　画 負担区分（円）

合　　計

（注）１　「事業主体毎」に計をとってください。

　　  ５　別紙２

 

－１－１を事業主体毎に作成して添えてください。

事　業　主　体 備　考

受益

戸数

工種又は

施設区分

事業量

事業費

（円）

県補助金 市町村

公庫

資金

その他
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別紙１－２

 

　林業機械のレンタル　

 

　　　１　利用計画

 

数量

 

（台）

 

（間伐

 

～

 

２　機械保有台数等

 

（注）１　広域活動団体が補助事業者の場合は、レンタル機械を使用する事業体名を「事業主体」欄に記入してください。

 

　　　２　「レンタル期間」欄はレンタル開始予定月日から終了予定月日を記入してください。

 

　　　３　「使用日数｣欄は､実稼働日数（予定）を記入してください。

 

　　　４　「素材生産量」欄は、レンタル機械を使用して実施する搬出間伐及び主伐の面積・素材生産量を記入してください。

 

　　　５　ジョイントにより素材生産を行なう場合は､ジョイントの相手先を備考欄に記入してください。

 

３　作業システム（機械の組み合わせ）

 

（注）　１　レンタル機械と組み合わせる機械名を記入してください。（例）チェンソー、スイングヤーダ、ハーベスタ、フォワ-ダ等

 

　　　　２　作業道開設、土場積込み等に使用する場合は、空欄に記入してください。

 

事業費の内訳

 

事業主体

 

機種名

 

規格等

 

補助金

 

市町村費

 

負担金

 

区　分

 

レンタル期間

 

レンタル

 

使用日数

 

備考

 

日数（日）

 

（日）

 

面積

 

材積

 

/皆伐）

 

（ha)

 

（m3)

 

うち県内出荷

 

月　　日

 

月　　日

 

事業主体

 

プロセッサ

 

ハーベスタ

 

スイングヤーダ

 

フォワーダ

 

ウインチ付きグラップル

 

バックホウ

 

事業主体

 

使用機械

 

伐木

 

集材

 

造材

 

小運搬

 

事業費

 

補助対象経費

 

(消費税含む）

 

(A+B+C）

 

(A）

 

(B）

 

(C）

 

素材生産量
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第３

 

号様式

高知県知事 　　様

所　　　　長

第　　　　　 号

年　　月　　日

高知県高性能林業機械等整備事業費補助金に係る事業計画の提出について(副申）

　 高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第３の１



の規定に基づき事業計画書を下記の意見を付して提出します。

記

事業区分 補助事業者名 補助金額 採択に関する意見

（注）　事業実施計画書及びヒアリング時に微収した資料の全部を添えてください。
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第４

 

号様式

高知県知事 　　様

所　　　　長

第　　　　　 号

年　　月　　日

高知県高性能林業機械等整備事業費補助金に係る事業計画の提出について(副申）

　 高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第３の２



の規定に基づき事業計画書を下記の意見を付して提出します。

記

事業区分 補助事業者名 補助金額 採択に関する意見

（注）　事業実施計画書及びヒアリング時に微収した資料の全部を添えてください。
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第５

 

－１号様式

所   在   地

商号又は名称

代   表   者                  印

契約に係る指名停止等に関する申立書

年  月  日

  〔補助事業者〕　殿

　当社は、貴殿発注の契約の競争参加に当たって、当該契約の履行地域について、現在、国又は県

 

から指名停止の措置等を受けていないことを申し立てます。

　また、この申立てが虚偽であることにより当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し

立てません。

（注１

 

）「指名停止の措置等」の「等」は、公正取引委員会から、私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律（昭和22年法律第54号）に基づく排除措置命令又は課徴金納付命令を受けた者で

あって、その命令の同一事案において他者が国又は県

 

から履行地域における指名停止措置を受けた

場合の当該公正取引委員会からの命令をいう。

　なお、当該命令を受けた日から、他者が受けた指名停止の期間を考慮した妥当な期間を経過した

場合は、この限りでない。
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第６

 

－１号様式

所   在   地

商号又は名称

代   表   者                  印

契約に係る指名停止等に関する申立書

年  月  日

  〔補助事業者〕　殿

　当社は、貴殿発注の○○

 

契約の競争参加に当たって、当該契約の履行地域について、現在、農林

 

水産省

 

の機関から○○契約に係る

 

指名停止の措置等を受けていないことを申し立てます。

　また、この申立てが虚偽であることにより当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し

立てません。

（注１）○○には、「工事請負」、「物品・役務」のいずれかを記載すること。

 

（注２）この申立書において、農林水産省の機関とは、本省内局及び外局、施設等機関、地方支分

 

部局並びに農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センター（平成27年９月30日までの機関名は

 

農林水産技術会議事務局筑波事務所という。）をいう。

 

　ただし、北海道にあっては国土交通省北海道開発局、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局を

 

含む。

 

（注３

 

）「指名停止の措置等」の「等」は、公正取引委員会から、私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律（昭和22年法律第54号）に基づく排除措置命令又は課徴金納付命令を受けた者で

あって、その命令の同一事案において他者が農林水産省

 

の機関から履行地域における指名停止措置

を受けた場合の当該公正取引委員会からの命令をいう。

　なお、当該命令を受けた日から、他者が受けた指名停止の期間を考慮した妥当な期間を経過した

場合は、この限りでない。
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第３　事業計画の作成

　１

 

　事業計画書

　　(1) 事業計画書

　　　　県要綱別表第１に定める事業区分のうち、１ないし

 

４の事業を実施しようとする補助事

　　　業者の長は、別記第１

 

号様式による高知県高性能林業機械等整備事業計画書（以下「事業

　　　計画書」という。）を、所長を経由して知事に提出しなければならない。

　　　　なお、県要綱別表第１の事業区分のうち１又は２の補助事業者の長は、事業主体と十分

　　　な調整を図り、事業の利害関係者並びに受益範囲の林業関係団体及び関係行政機関等の意

　　　見を聴取したうえで提出するものとする。

　　　　また、県要綱別表第１の事業区分のうち１-アの事業の場合は、①及び②の資料を、１-

　　　イ及び２の事業の場合は②のうちオ以外の資料を添付のうえ提出するものとする。

　　　①費用対効果分析報告書（別記第２

 

号様式）

　　　②共通基礎資料

　　　　ア　事業費の積算基礎（設計書、カタログ、見積書等）

　　　　イ　事業主体の規約（定款）

　　　　ウ　施設等の管理運営規程

　　　　エ　機種選定の基礎、理由（特定機種を導入する場合）

　　　　オ　費用対効果分析報告書の基礎（収支・利用・生産計画、原価計算を含むこと。）

　　　　カ　収支及び利用の実績（財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）を含む決算報告書等）

　　　　キ　アからキまでに揚げるもののほか、必要な資料

　　(2) 事業計画書の副申

　　　　所長は、補助事業者の長から提出のあった事業計画書の内容を審査し、事業の採択基準

　　　等の全てを満たすときは、別記第３

 

号様式により事業計画書を知事に副申するものとする。

        また、県要綱別表第１の事業区分のうち３及び

 

４の事業において、県要綱第６条第２項

　　　第２号に該当する変更承認申請が提出された場合は、別記第３

 

号様式を事業変更計画書と

　　　読み替えて知事に副申するものとする。ただし、添付書類は県要綱第６条第１項に定める

　　　様式の写しとし、新たな事業計画書の提出は省略することができるものとする。

　２

 

　事業計画の通知　　　　知事は、所長から副申があった事業計画書の内容を確認し、適当と認めたときは、その      旨を所長又は補助事業者に通知するものとする。通知を受けた所長は、必要に応じて補助　　　事業者の長に通知するものとする。　　　　また、要綱別表第１の事業区分のうち１及び２

 

の事業において適当と認めた、高性能林　　　業機械の導入計画については原則として、公開するものとする。　　　　なお、公開については、インターネットのウエブサイト等により行うものとする。
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第５

 

－２号様式

平成　　年　　月　　日　　　午前・午後　　　時

円　（　　　　　　）

第　回 第　回 第　回 第　回 第　回 第　回

円 円 円 円 円 円

(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)

(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)

(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)

(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)

(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)

(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)

(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)(　　　　)

入札・見積り記録

契約する業務名

入 札 等 の 区 分

　□指名競争入札　　　□随意契約（複数）　　□単独随意契約

　　　※　該当項目の □ にチェック（レ点）してください。

随意契約の理由

単独見積の理由

入札・見積の場所

入札・見積の担当者

立 会 者

入札・見積日時

落札の上限価格

業 者 名

落札者

（注）１

 

「落札の上限価格」欄は、実施設計の金額等、適切に積算された上限価格を記載し、税込

　　　み、税抜きの別を括弧内に記入してください。

　　　２　リースの場合は、下段に（）書きで補助対象経費を記入してください。
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第６

 

－２号様式

平成　　年　　月　　日　　　午前・午後　　　時

円　（　　　　　　）

第　回 第　回 第　回 第　回 第　回 第　回

円 円 円 円 円 円

入札・見積り記録

契約する業務名

入 札 等 の 区 分

　□指名競争入札　　　□随意契約（複数）　　□単独随意契約

　　　※　該当項目の □ にチェック（レ点）してください。

随意契約の理由

単独見積の理由

入札・見積の場所

入札・見積の担当者

立 会 者

入札・見積日時

落札の上限価格

業 者 名

落札者

（注）「落札の上限価格」欄は、実施設計の金額等、適切に積算された上限価格を記載し、税込み、

　　税抜きの別を括弧内に記入してください。
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第11

 

号様式

　(1) -1　実績及び達成率

現状値 目標値

（　　年度）（　　年度）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

(1)-2　前年度（　　　　　年度）実績の出荷先別材積の内訳(導入機械の台数にかかわらず上記（1）-1の内訳を事業主体別に記入してください）

材　積 材　積 材　積 材　積 材　積

(m3) (m3) (m3) (m3) (m3) (m3)

　(2) 総合評価

①補助事業者の評価及び今後の課題とその解決策

事業区分 事業主体

（注）以下は、林業（振興）事務所において記入してください。

②林業（振興）事務所の評価及び今後の課題とその解決策

事業区分 事業主体

（3）　収支実績

 

（単位：円）



収　　　入

 

支　　　出

 

収　支　差

 

収入のう

 

ち公的資

 

金等

 

高知県高性能林業機械等整備事業達成状況調査報告書

補助事業者名 調査年度 　　　　年度（　　年目）

事業完了年度 目標年度

実施年度の報告 １年目の報告 ２年目の報告 ３年目の報告 ４年目の報告 目標年度の報告

（　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度）

（注）１　本表は、事業完了年度から目標年度まで記入してください。

　　　２　「指標」欄、「現状値」欄及び「目標値」欄は、事業計画の内容を記入してください。

　　　３　「達成率」欄は、各年の実績／目標値を記入してください。（小数点以下第１位を四捨五入し、単位止めとしてください。）

　　　４　「実績」欄は、その調査方法を「備考」欄に記入してください。

出　荷　先 出　荷　先 出　荷　先 出　荷　先 出　荷　先 年度計

　事業主体ごとに事業評価を分析したうえでその評価について記載するとともに、事業実施上明らかとなった今後の課題とその解決策を記入すること。

本事業の分析とその評価 今後の課題とその解決策

本事業の分析とその評価 今後の課題とその解決策

報告年度

 

運　　用

 

開始年度

 

1年目

 

（平成○年度）

 

2



年目

 

（平成○年度）

 

3



年目

 

（平成○年度）

 

4



年目

 

（平成○年度）

 

目

 

標年度

 

（平成○年度）

 

事業区分 事業主体

工種又は

施設区分

指標 備考

事業主体

備考

メニュー

 

事業実施主体

 

工種又は

 

施設区分

 

設置年度

 

項目

 

目　標　値

 

備　考

 

高性能林業

 

機械の導入
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第12号様式

　(1) -1　実績及び達成率

現状値 目標値 備考

（　　年度）（　　年度）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

(1)-2　前年度（　　　　　年度）実績の出荷先別材積の内訳(導入機械の台数にかかわらず上記（1）-1の内訳を事業主体別に記入してください）

材　積 材　積 材　積 材　積 材　積 備考

(m3) (m3) (m3) (m3) (m3) (m3)

　(2) 総合評価

①補助事業者の評価及び今後の課題とその解決策

事業区分 事業主体

（注）以下は、林業（振興）事務所において記入してください。

②林業（振興）事務所の評価及び今後の課題とその解決策

事業区分 事業主体

高知県高性能林業機械等整備事業達成状況調査報告書

補助事業者名 調査年度 　　　　年度（　　年目）

事業完了年度 目標年度

実施年度の報告 １年目の報告 ２年目の報告 ３年目の報告 ４年目の報告 目標年度の報告

（　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度）

（注）１　本表は、事業完了年度から目標年度まで記入してください。

　　　２　「指標」欄、「現状値」欄及び「目標値」欄は、事業計画の内容を記入してください。

　　　３　「達成率」欄は、各年の実績／目標値を記入してください。（小数点以下第１位を四捨五入し、単位止めとしてください。）

　　　４　「実績」欄は、その調査方法を「備考」欄に記入してください。

出　荷　先 出　荷　先 出　荷　先 出　荷　先 出　荷　先 年度計

　事業主体ごとに事業評価を分析したうえでその評価について記載するとともに、事業実施上明らかとなった今後の課題とその解決策を記入すること。

本事業の分析とその評価 今後の課題とその解決策

本事業の分析とその評価 今後の課題とその解決策

事業区分 事業主体

工種又は

施設区分

指標

事業主体
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　 １　県要綱第５条第１項第9号の県内に木材加工施設を有する事業者等とは、原木を加工する     施設（製材工場、集成材用ラミナ製造施設、木質バイオマス発電所や燃焼施設およびそれら     の施設に供給するチップ工場等）又は原木を取りまとめ供給する者（原木市場、高知県森林     組合連合会、高知県素材生産業協同組合連合等）をいう。

   ２　県要綱第５条第１項第10号の「優先して供給」とは、生産された原木の過半となる量を供

 

　　　給することをいう。

 

第３　事業計画の作成
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第３　事業計画の作成

　１　実施要望

 

　　(1) 事業主体の要望

 

　　　　県要綱別表第１の１の事業主体が補助金の交付を要望する場合には、事業主体の長又は

 

      代表者（以下「事業主体の長」という。）は、事業効果説明書（別記第１号様式）を補助

 

　　　事業者を経て所管の林業（振興）事務所長（以下「所長」という。）に提出するものとす

 

　　　る。

 

　　(2) 要望の報告

 

　　　　所長は、事業主体の長から提出を受けた要望を取りまとめて知事に報告するものとする。　　　

 

　２

 

　事業計画書　　(1) 事業計画書
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　　　　所長は、事業主体の長から提出を受けた要望を取りまとめて知事に報告するものとする。　　　

　２

 

　事業計画書

　　(1) 事業計画書

　　　　県要綱別表第１に定める事業区分のうち、１、２及び

 

４の事業を実施しようとする補助

　　　事業者の長は、別記第２号様式による高知県高性能林業機械等整備事業計画書（以下「事

　　　業計画書」という。）を、所長を経由して知事に提出しなければならない。

　　　　なお、県要綱別表第１の事業区分のうち１又は２の補助事業者の長は、事業主体と十分

　　　な調整を図り、事業の利害関係者並びに受益範囲の林業関係団体及び関係行政機関等の意

　　　見を聴取したうえで提出するものとする。

　　　　また、県要綱別表第１の事業区分のうち１-アの事業の場合は、①及び②の資料を、１-

　　　イ及び２の事業の場合は②のうちオ以外の資料を添付のうえ提出するものとする。

　　　①費用対効果分析報告書（別記第３

 

号様式）

　　　②共通基礎資料

　　　　ア　事業費の積算基礎（設計書、カタログ、見積書等）

　　　　イ　事業主体の規約（定款）

　　　　ウ　施設等の管理運営規程

　　　　エ　機種選定の基礎、理由（特定機種を導入する場合）

　　　　オ　費用対効果分析報告書の基礎（収支・利用・生産計画、原価計算を含むこと。）

　　　　カ　収支及び利用の実績（財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）を含む決算報告書等）

　　　　キ　アからキまでに揚げるもののほか、必要な資料

　　(2) 事業計画書の副申

　　　　所長は、補助事業者の長から提出のあった事業計画書の内容を審査し、事業の採択基準

　　　等の全てを満たすときは、別記第４

 

号様式により事業計画書を知事に副申するものとする。

        また、県要綱別表第１の事業区分のうち４の事業において、県要綱第６条第２項第2号

　　　に該当する変更承認申請が提出された場合は、別記第４

 

号様式を事業変更計画書と読み替

　　　えて知事に副申するものとする。ただし、添付書類は県要綱第６条第１項に定める様式の

　　　写しとし、新たな事業計画書の提出は省略することができるものとする。

　３

 

　事業計画の通知　　　　知事は、所長から副申があった事業計画書の内容を確認し、適当と認めたときは、その      旨を所長又は補助事業者に通知するものとする。通知を受けた所長は、必要に応じて補助　　　事業者の長に通知するものとする。　　　　また、要綱別表第１の事業区分のうち１の事業において適当と認めた、高性能林業機械　　　の導入計画については原則として、公開するものとする。　　　　なお、公開については、インターネットのウエブサイト等により行うものとする。
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　　　　所長は、補助事業者の長から提出のあった事業計画書の内容を審査し、事業の採択基準　　　等の全てを満たすときは、別記第３

 

号様式により事業計画書を知事に副申するものとする。        また、県要綱別表第１の事業区分のうち３及び

 

４の事業において、県要綱第６条第２項　　　第２号に該当する変更承認申請が提出された場合は、別記第３

 

号様式を事業変更計画書と　　　読み替えて知事に副申するものとする。ただし、添付書類は県要綱第６条第１項に定める　　　様式の写しとし、新たな事業計画書の提出は省略することができるものとする。

　２

 

　事業計画の通知

　　　　知事は、所長から副申があった事業計画書の内容を確認し、適当と認めたときは、その

      旨を所長又は補助事業者に通知するものとする。通知を受けた所長は、必要に応じて補助

　　　事業者の長に通知するものとする。

　　　　また、要綱別表第１の事業区分のうち１及び２

 

の事業において適当と認めた、高性能林

　　　業機械の導入計画については原則として、公開するものとする。

　　　　なお、公開については、インターネットのウエブサイト等により行うものとする。

第４　実施設計


